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実践的防災教育総合支援事業
【事業目的】
　地震等災害発生時における迅速な｢初期行動｣が重要であり、東日本大震災の教訓を踏まえ、モデル校において防災科学技術を活用した避難訓練等を通して、新たな防災教育の指導方法等の開発・普及を行うとともに、「逃げることを基本とする防災教育」を推進する。
【平成24年度当初予算額】　　２０，０２６千円
　　　　　　　（うち国庫委託事業　19,498千円　うち一般財源　528千円）
【事業内容】
○「緊急地震速報受信システムの整備」（１７，２５６千円）
府内公立の幼・小・中・高校・支援学校計50校をモデル校に指定し、受信システム機器を整備する。
○「防災アドバイザー派遣・活用」（１，９７６千円）
　　緊急地震速報受信システムを整備したモデル校に防災の専門家を派遣し、避難計画・訓練などのチェックやシステムを活用した防災訓練等を実施し、その効果・成果の検証を行う。
○「指導方法の開発・普及」（７９４千円）
効果的な避難訓練のモデルの作成や指導方法・教材の研究・開発を行い、府内の学校にその成果を普及する。
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府内各学校





学校へのフィードバック





成果・効果の共有





【緊急地震速報受信システムの整備】


☆地震20秒前のアドバンテージ


　　「揺れる前の安全確保」


・初動のけが防止による迅速な避難（児童）


　　・事前のドア開放などの避難経路の確保（教員）


児童生徒の安全確保に繋がる





【指導方法の


開発・普及】





○検討会議の開催


　・効果的な避難訓練


モデルの作成


・指導方法・教材


の開発





○実践報告会の開催


・効果的な避難訓練、指導方法及び教材の


普及


・教員の資質向上





【防災アドバイザー派遣・活用】





☆システムを活用した避難訓練の実施





防災アドバイザーの派遣


○避難訓練等計画の作成、避難訓練の実施など





防災アドバイザーの活用


○各学校における指導法の効果・成果の検証








